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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．当社には関連会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」は記載しておりません。 

４．第47期及び第48期の１株当たり配当額には、それぞれジャスダック証券取引所上場（旧 日本証券業協会 

店頭登録）10周年記念配当５円、特別配当８円を含んでおります。 

５．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自平成16年 
２月１日 
至平成16年 
７月31日 

自平成17年 
２月１日 
至平成17年 
７月31日 

自平成18年 
２月１日 
至平成18年 
７月31日 

自平成16年 
２月１日 
至平成17年 
１月31日 

自平成17年 
２月１日 
至平成18年 
１月31日 

売上高（千円） 1,202,760 1,334,907 1,456,407 2,481,708 2,797,670 

経常利益（千円） 199,514 241,936 307,905 396,020 566,356 

中間（当期）純利益（千円） 119,696 155,289 182,954 233,718 347,356 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 1,087,250 1,087,250 1,087,250 1,087,250 1,087,250 

発行済株式総数（千株） 6,669 6,669 6,669 6,669 6,669 

純資産額（千円） 9,177,528 9,320,728 9,569,917 9,305,494 9,619,215 

総資産額（千円） 10,094,185 10,350,203 10,691,572 10,175,013 10,729,487 

１株当たり純資産額（円） 1,423.36 1,445.57 1,484.24 1,441.25 1,489.00 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
18.56 24.08 28.38 34.29 51.01 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － 8.00 22.00 25.00 

自己資本比率（％） 90.9 90.1 89.5 91.5 89.7 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
300,784 272,578 204,151 516,880 604,937 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△31,712 △104,156 △35,876 △79,876 △363,066 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△203,438 △142,344 △160,645 △204,283 △142,818 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
589,274 782,438 863,043 756,361 855,414 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 

103 

[116] 

105 

[120] 

110 

[132] 

103 

[116] 

108 

[123] 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年７月31日現在

従業員数（人） 110（132） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

① 全般的概況 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、生産や輸出、設備投資など企業部門の好調さがけん引役となり、底堅

い動きで推移いたしました。企業部門の好調さは雇用環境の改善につながり、個人消費も緩やかに増加するとい

う好循環が続き、景気回復の期間は、４月にバブル期の51ヵ月に並び、その後も好調さを持続いたしました。 

 当社製品の主要ユーザーである電力各社の設備投資は、平成17年度に続き、平成18年度も、電源拡充工事の増

額や、送配電及び変電設備などの維持補修が計画され、２年連続で前年度実績を上回る見通しにあります。重電

各社は国内外の電力事業関連に加えて、中国、東南アジア、中近東等における鉄道車両関連等の海外での事業拡

大を進めております。 

 このような状況のもとで、当社は重電用制御機器を主力に、電力及び重電市場の深耕、海外市場の開拓、一般

産業分野の開拓を重点に営業強化に取り組んでまいりました結果、国内電力各社向けや海外市場向けが順調に伸

びたことにより、当中間会計期間の売上高は1,456百万円（前年同期比9.1％増）となりました。 

 また、利益面におきましては、原油の高騰に伴う原材料の価格アップを吸収するため、原材料の変更や一括購

入への切り替え、生産の合理化等に努めたことから、経常利益は307百万円（前年同期比27.3％増）、中間純利

益は182百万円（前年同期比17.8％増）となりました。 

② 製品分類別概況 

（制御用開閉器） 

 受変電設備の遮断器用補助スイッチが国内及び海外向けとも好調に推移し、車両用スイッチや配電自動化子

局用スイッチも堅調に推移したことから、売上高は400百万円（前年同期比24.7％増）となりました。 

（接続機器） 

 試験用端子が国内及び海外向けとも好調に推移し、コネクタやコンデンサ内蔵端子台も堅調に推移したこと

から、売上高は639百万円（前年同期比5.4％増）となりました。 

（表示灯・表示器） 

 ＬＥＤ表示灯、信号機用表示灯が好調に推移し、海外向け電磁表示器も引き続き堅調に推移したことから、

売上高は265百万円（前年同期比13.5％増）となりました。 

（電子応用機器） 

 配電自動化子局用モジュールや新型のアナンシェータは好調に推移しましたが、保護リレー用モジュール製

品の落ち込みが大きかったことから、売上高は151百万円（前年同期比12.6％減）となりました。 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ７百万円増加

し、当中間会計期間末には863百万円となりました。 

 また当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動による資金の増加は、204百万円（前年同期比25.1％減）となりました。主

な要因は、法人税等の支払額156百万円によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、35百万円（前年同期比65.6％減）となりました。主

な要因は、新製品の金型製作をはじめとする金型投資10百万円及び落下式故障表示器に関する自動検査装置６百

万円を含む有形固定資産の取得による支出34百万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は、160百万円（前年同期比12.9％増）となりました。

主な要因は、配当金の支払いにあてた160百万円であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格で表示しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を製品分類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格で表示しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．輸出高については、総販売実績に占める割合が10％未満であるため、省略しております。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

３．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

製品分類 
当中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前年同期比（％） 

制御用開閉器（千円） 452,760 43.5 

接続機器（千円） 699,322 8.3 

表示灯・表示器（千円） 302,334 53.4 

電子応用機器（千円） 157,804 △27.0 

合計（千円） 1,612,222 17.3 

製品分類 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

制御用開閉器 392,748 6.9 99,427 △18.7 

接続機器 632,342 1.3 89,770 △22.2 

表示灯・表示器 298,184 12.5 77,359 11.8 

電子応用機器 169,729 △2.5 55,492 △2.3 

合計 1,493,003 4.3 322,050 △11.5 

製品分類 
当中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前年同期比（％） 

制御用開閉器（千円） 400,191 24.7 

接続機器（千円） 639,181 5.4 

表示灯・表示器（千円） 265,920 13.5 

電子応用機器（千円） 151,115 △12.6 

合計（千円） 1,456,407 9.1 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

菱電商事株式会社 150,753 11.3 170,071 11.7 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、電気制御機器メーカーとして、営業及び技術の緊密な連携体制によりユーザーサイドに立った高品質な製

品をタイムリーに提供することを経営の基本方針として進めてまいりました。電気制御機器メーカーとして、コアコ

ンピタンスを強化し、さらなる電力市場の深耕と、電鉄車両、造船、自動車、工作機械などの一般産業分野の開拓に

重点を置き、新製品の省配線電気制御機器「TERMINAL－COMシリーズ」、工作機械仕様カムスイッチ、電力仕様コネ

クタ関連の開発などに取り組んでおります。 

 また、輸出拡大を図るため、スイッチならびに表示灯等の中国強制認証規格（CCC）の追加申請を随時行っており

ます。ＥＵで平成18年７月１日に施行されたWEEE（廃電気電子機器）／RoHS（特定有害物質規制）指令にも対応して

おります。 

 草津製作所の技術グループ（当中間会計期間末15名）が研究開発を行っており、当中間会計期間の研究開発費は58

百万円、主な研究開発分野及びその成果は次のとおりであります。 

１．制御用開閉器 

 当分野では、製品の小型化ならびに微小電流から大電流にいたる接触信頼性が高く海外規格対応の開閉器の開発

を進めております。 

 当中間会計期間の成果は、鉄道車両用スイッチやスイッチディスコネクタの開発であります。 

２．接続機器 

 当分野では、汎用端子台シリーズ及び一般産業向け端子台シリーズの開発とともに、他機能付端子台及び試験用

接続機器の開発を進めております。 

 当中間会計期間の成果は、一般産業向け接地端子台の開発及び電力会社と端子台の共同開発ならびに海外規格の

認証取得を行いました。 

３．表示灯・表示器 

 当分野では、従来のＬＥＤ表示灯シリーズのリニューアルが完了し、「TERMINAL－COMシリーズ」（表示灯）及

び鉄道車両用標識灯・側灯の開発を進めております。 

 当中間会計期間の成果は、鉄道車両用標識灯及び側灯のシリーズ追加であります。 

４．電子応用機器 

 当分野では、開発製品の絞り込みを行い、インターフェイス関係、アナンシェータ関係、リレー関係及び伝送モ

ジュール関係に注力し開発を進めております。 

 当中間会計期間の成果は、アナンシェータの機種追加ならびにアナログフィルターの開発であります。 

 当中間会計期間に取得したのは、商標３件となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、設備の新設、除却等について、重要な計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 26,676,000 

計 26,676,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年７月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年10月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,669,000 6,669,000 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 6,669,000 6,669,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年２月１日～ 

平成18年７月31日  
－ 6,669 － 1,087,250 － 1,704,240 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式のうちに

は、信託業務に係る株式がそれぞれ181千株、57千株が含まれております。 

２．当社は自己株式221千株を保有しておりますが、上記大株主の状況から除いております。 

  平成18年７月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

藤本 豊士 名古屋市瑞穂区 950 14.25 

藤本 順子 京都市左京区 950 14.25 

有限会社藤本興産 京都市左京区下鴨蓼倉町60－５ 690 10.34 

財団法人藤本奨学会 滋賀県草津市野村３－４－１ 650 9.74 

ロンバード オーディエ ダ

リエ ヘンチ アンド シー 

（常任代理人 

三菱東京ＵＦＪ銀行 

カストディ業務部） 

11, RUE DE LA CORRATERIE - CH - 1211  

GENEVA SWITZERLAND 

（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

330 4.94 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１－８－11 231 3.47 

エスジーエスエス エスジー

ビーティー ルクス 

（常任代理人 

香港上海銀行 東京支店） 

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD  

HAUSSMANN PARIS - FRANCE 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

216 3.23 

株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700 132 1.98 

ユービーエス エイジー ロ

ンドン アジア エクイティ

ーズ 

（常任代理人 

ＵＢＳ証券会社） 

1 FINSBURY AVENUE, LONDON EC2N 2PP  

（東京都千代田区大手町１－５－１） 

118 1.78 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町２－11－３ 101 1.52 

計 － 4,372 65.56 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  平成18年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    221,300 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  6,446,900 64,469 同上 

単元未満株式 普通株式        800 － 同上 

発行済株式総数 6,669,000 － － 

総株主の議決権 － 64,469 － 

  平成18年７月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

不二電機工業株式

会社 

京都市中京区御池

通富小路西入る東

八幡町585番地 

221,300 － 221,300 3.32 

計 － 221,300 － 221,300 3.32 

月別 平成18年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高（円） 1,461 1,361 1,391 1,320 1,199 1,015 

最低（円） 1,230 1,245 1,279 1,180 996 837 

 役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 営業部門担当  取締役 

 営業部門担当 兼

大阪営業グルー

プ部長 

柾 道信 平成18年６月１日



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中

間会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。 

 ただし、前中間会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金   4,422,438   4,533,043 4,525,414   

２．受取手形 ※３ 282,420   283,485 285,586   

３．売掛金   780,978   753,764 753,826   

４．有価証券   739,678   739,358 739,838   

５．たな卸資産   665,833   740,495 659,716   

６．繰延税金資産   34,517   40,684 43,665   

７．その他   22,840   26,333 13,650   

８．貸倒引当金   △2,787   △5,893 △7,348   

流動資産合計     6,945,920 67.1 7,111,271 66.5   7,014,350 65.4 

Ⅱ．固定資産           

(1）有形固定資産 ※1,2         

１．建物   755,334   702,287 728,127   

２．土地   735,939   921,772 921,772   

３．建設仮勘定   1,809   7,071 6,174   

４．その他   291,265   262,007 277,161   

計   1,784,349   1,893,138 1,933,235   

(2）無形固定資産           

１．ソフトウェア   45,036   28,913 38,081   

２．その他   1,115   1,094 1,105   

計   46,152   30,008 39,186   

(3）投資その他の資
産 

          

１．投資有価証券 ※２ 1,232,982   1,324,358 1,412,072   

２．繰延税金資産   16,821   － －   

３．保険積立金   301,599   304,179 303,684   

４．その他   22,378   28,616 26,957   

計   1,573,781   1,657,153 1,742,714   

固定資産合計     3,404,283 32.9 3,580,301 33.5   3,715,136 34.6 

資産合計     10,350,203 100.0 10,691,572 100.0   10,729,487 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．支払手形   330,889   346,390 306,882   

２．買掛金   87,479   95,140 68,216   

３．短期借入金 ※２  180,000   180,000 180,000   

４．未払法人税等   110,549   130,235 166,673   

５．賞与引当金   31,093   35,020 37,320   

６．役員賞与引当金   －   9,180 －   

７．その他   92,517   105,191 95,191   

流動負債合計     832,528 8.0 901,158 8.4   854,285 7.9 

Ⅱ．固定負債           

１．繰延税金負債   －   17,630 56,143   

２．役員退職慰労引
当金 

  196,946   202,866 199,843   

固定負債合計     196,946 1.9 220,496 2.1   255,986 2.4 

負債合計     1,029,475 9.9 1,121,654 10.5   1,110,271 10.3 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ．資本金     1,087,250 10.5 － －   1,087,250 10.1 

Ⅱ．資本剰余金           

資本準備金   1,704,240   － 1,704,240   

資本剰余金合計     1,704,240 16.5 － －   1,704,240 15.9 

Ⅲ．利益剰余金           

１．利益準備金   271,812   － 271,812   

２．任意積立金   6,000,000   － 6,000,000   

３．中間（当期）未
処分利益 

  278,441   － 470,509   

利益剰余金合計     6,550,254 63.3 － －   6,742,321 62.8 

Ⅳ．その他有価証券評
価差額金 

    92,104 0.9 － －   198,524 1.9 

Ⅴ．自己株式     △113,120 △1.1 － －   △113,120 △1.0 

資本合計     9,320,728 90.1 － －   9,619,215 89.7 

負債及び資本合計     10,350,203 100.0 － －   10,729,487 100.0 

            

（純資産の部）           

Ⅰ．株主資本             

１．資本金     － － 1,087,250 10.2   － －

２．資本剰余金           

(1) 資本準備金   －   1,704,240 －   

資本剰余金合計     － － 1,704,240 15.9   － － 

３．利益剰余金           

(1) 利益準備金   －   271,812 －   

(2) その他利益剰余
金 

          

配当平均積立金   －   400,000 －   

別途積立金   －   5,750,000 －   

繰越利益剰余金   －   323,809 －   

利益剰余金合計     － － 6,745,622 63.1   － － 

４．自己株式     － － △113,229 △1.1   － －

株主資本合計     － － 9,423,882 88.1   － － 

Ⅱ．評価・換算差額等             

１．その他有価証券
評価差額金 

    － － 146,034 1.4   － －

評価・換算差額等
合計 

    － － 146,034 1.4   － － 

純資産合計     － － 9,569,917 89.5   － － 

負債及び純資産合
計 

    － － 10,691,572 100.0   － － 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高     1,334,907 100.0 1,456,407 100.0   2,797,670 100.0 

Ⅱ．売上原価     751,792 56.3 790,229 54.3   1,571,161 56.2 

売上総利益     583,115 43.7 666,178 45.7   1,226,509 43.8 

Ⅲ．販売費及び一般管
理費 

    348,271 26.1 360,930 24.8   671,846 24.0 

営業利益     234,843 17.6 305,248 20.9   554,662 19.8 

Ⅳ．営業外収益 ※１   8,320 0.6 9,588 0.7   18,668 0.7 

Ⅴ．営業外費用 ※２   1,227 0.1 6,930 0.5   6,974 0.3 

経常利益     241,936 18.1 307,905 21.1   566,356 20.2 

Ⅵ．特別利益 ※３   7,940 0.6 1,454 0.1   2,967 0.1 

Ⅶ．特別損失 ※４   953 0.1 748 0.0   3,762 0.1 

税引前中間（当
期）純利益 

    248,922 18.6 308,611 21.2   565,561 20.2 

法人税、住民税
及び事業税 

  101,967   125,550 234,978   

法人税等調整額   △8,334 93,633 7.0 106 125,657 8.6 △16,773 218,204 7.8 

中間（当期）純
利益 

    155,289 11.6 182,954 12.6   347,356 12.4 

前期繰越利益     123,152 －   123,152 

中間（当期）未
処分利益 

    278,441 －   470,509 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
配当平均積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 

平成18年１月31日残高（千円） 1,087,250 1,704,240 271,812 400,000 5,600,000 470,509 6,742,321 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当           △161,194 △161,194 

利益処分による役員賞与           △18,460 △18,460 

中間純利益           182,954 182,954 

自己株式の取得               

別途積立金の積立         150,000 △150,000   

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額(純額) 
              

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 150,000 △146,699 3,300 

平成18年７月31日残高（千円） 1,087,250 1,704,240 271,812 400,000 5,750,000 323,809 6,745,622 

 
株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証券評
価差額金 

平成18年１月31日残高（千円） △113,120 9,420,691 198,524 9,619,215 

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △161,194   △161,194 

利益処分による役員賞与   △18,460   △18,460 

中間純利益   182,954   182,954 

自己株式の取得 △108 △108   △108 

別途積立金の積立   －   － 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額(純額) 
  － △52,489 △52,489 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△108 3,191 △52,489 △49,297 

平成18年７月31日残高（千円） △113,229 9,423,882 146,034 9,569,917 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・
フロー  

税引前中間（当期）純利益  248,922 308,611 565,561 

減価償却費  77,284 69,533 167,282 

貸倒引当金の増減額（減
少：△）  △5,160 △1,454 △599 

役員賞与引当金の増減額
（減少：△）  － 9,180 － 

役員退職慰労引当金の増減
額（減少：△）  2,896 3,023 5,793 

受取利息及び配当金  △4,956 △5,565 △10,017 

支払利息  1,227 1,228 2,474 

有形固定資産除却損  953 748 3,762 

売上債権の増減額（増加：
△）  △72,865 2,164 △48,879 

たな卸資産の増減額（増
加：△）  △53,619 △80,778 △47,502 

仕入債務の増減額（減少：
△）  137,527 66,431 94,257 

役員賞与の支払額  △12,640 △18,460 △12,640 

その他  △8,691 2,347 10,970 

小計  310,879 357,009 730,464 

利息及び配当金の受取額  4,787 5,017 7,172 

利息の支払額  △1,079 △1,250 △2,473 

法人税等の支払額  △42,009 △156,624 △130,224 

営業活動によるキャッシュ・
フロー  272,578 204,151 604,937 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 

定期預金の預入による支出  △3,640,000 △3,670,000 △3,670,000 

定期預金の払戻による収入  3,640,000 3,670,000 3,640,000 

有価証券の取得による支出  － △699,300 △739,630 

有価証券の売却による収入  － 699,932 739,930 

有形固定資産の取得による
支出 

 △103,482 △34,571 △328,325 

無形固定資産の取得による
支出 

 － － △3,898 

その他  △674 △1,937 △1,143 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △104,156 △35,876 △363,066 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 

自己株式の買取による支出  △2 △108 △2 

配当金の支払額  △142,341 △160,536 △142,815 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △142,344 △160,645 △142,818 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増減額
（減少：△） 

 26,077 7,629 99,053 

Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残
高 

 756,361 855,414 756,361 

Ⅵ．現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※ 782,438 863,043 855,414 

   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

 (2）たな卸資産 

① 製 品…総平均法による原

価法 

② 原材料…総平均法による原

価法 

③ 仕掛品…総平均法による原

価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成11年２月１日以

降に新規取得の建物（附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       15～50年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）   ───── (3）役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

(3）   ───── 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に備え

るため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 当社は、適格退職年金制度及

び中小企業退職金共済制度を採

用しており、当中間会計期間末

においては、拠出額等のうち、

14,807千円を前払年金費用とし

て投資その他の資産の「その

他」に計上しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に備え

るため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 当社は、適格退職年金制度及

び中小企業退職金共済制度を採

用しており、当中間会計期間末

においては、拠出額等のうち、

17,554千円を前払年金費用とし

て投資その他の資産の「その

他」に計上しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に備え

るため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 当社は、適格退職年金制度及

び中小企業退職金共済制度を採

用しており、当事業年度末にお

いては、拠出額等のうち、

19,414千円を前払年金費用とし

て投資その他の資産の「その

他」に計上しております。 

 (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヵ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は、相殺のうえ金額的

重要性が乏しいため流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 



会計処理方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

       ───── （固定資産の減損に関する会計基準） 

当中間会計期間より「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

       ───── 

       ───── （役員賞与に関する会計基準） 

当中間会計期間より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しております。これに

より、営業利益、経常利益及び税引前中間

純利益は9,180千円減少しております。 

       ───── 

       ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。なお、中間財務諸表等規則

の改正により、当中間会計期間における貸

借対照表の純資産の部については、改正後

の中間財務諸表等規則により作成しており

ます。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

9,569,917千円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

       ───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度末 
（平成18年１月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  3,402,980千円   3,519,182千円    3,473,048千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産ならびに担保付

債務は、次のとおりであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産ならびに担保付

債務は、次のとおりであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産ならびに担保付

債務は、次のとおりであります。 

（担保に供している資産） 

建物 206,681千円

土地 7,828千円

投資有価証券 20,007千円

合計 234,516千円

（担保に供している資産） 

建物 190,130千円

土地 7,828千円

投資有価証券 32,940千円

合計  230,898千円

（担保に供している資産） 

建物 198,561千円

土地  7,828千円

投資有価証券  36,990千円

合計 243,379千円

（上記に対応する債務金額） 

短期借入金 180,000千円

（上記に対応する債務金額） 

短期借入金 180,000千円

（上記に対応する債務金額） 

短期借入金 180,000千円

※３ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当中間会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の中間期末日

満期手形が、中間期末残高に含まれて

おります。 

※３     ───── ※３     ───── 

受取手形 11,904千円   

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 922千円

有価証券利息 1,790千円

受取配当金 2,243千円

生命保険満期金 2,460千円

受取利息 1,105千円

有価証券利息 1,808千円

受取配当金 2,650千円

受取賃借料 2,291千円

受取利息  1,880千円

有価証券利息 3,491千円

受取配当金 4,645千円

生命保険満期金  4,560千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 1,227千円 支払利息 1,228千円

支払手数料 5,702千円

支払利息 2,474千円

支払手数料 4,500千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 5,160千円

過年度水道光熱費返還

金 

2,780千円

貸倒引当金戻入益 1,454千円 貸倒引当金戻入益  187千円

過年度水道光熱費返還

金 

2,780千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 953千円

（内訳）  

建物 785千円

車両運搬具 72千円

工具、器具及び備品 95千円

固定資産除却損 748千円

（内訳）  

建物 10千円

機械及び装置 277千円

車両運搬具 67千円

工具、器具及び備品 393千円

固定資産除却損 3,762千円

（内訳）  

建物 785千円

構築物 2,294千円

機械及び装置 407千円

車両運搬具 72千円

工具、器具及び備品 202千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 66,722千円

無形固定資産 10,561千円

有形固定資産 60,355千円

無形固定資産 9,178千円

有形固定資産 145,856千円

無形固定資産 21,426千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

１. 発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 自己株式の普通株式の増加80株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

２. 配当金に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末の翌日後となるもの

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式数     

普通株式 6,669,000 － － 6,669,000 

合計 6,669,000 － － 6,669,000 

自己株式     

普通株式（注） 221,223 80 － 221,303 

合計 221,223 80 － 221,303 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年４月26日 

定時株主総会  
 普通株式 161,194 25 平成18年１月31日 平成18年４月27日  

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月15日 

取締役会  
 普通株式 51,581  利益剰余金 8 平成18年7月31日  平成18年10月６日 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年７月31日現在） （平成18年７月31日現在） （平成18年１月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 4,422,438 

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金 
△3,640,000 

現金及び現金同等物 782,438 

  （千円）

現金及び預金勘定 4,533,043 

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金 
△3,670,000 

現金及び現金同等物 863,043 

  （千円）

現金及び預金勘定 4,525,414 

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金 
△3,670,000 

現金及び現金同等物 855,414 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

        ─────  リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 １.     ───── 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具、器具及
び備品 

10,604 9,720 883 

その他 14,896 13,654 1,241 

合計 25,500 23,375 2,124 

  

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

  

２．未経過リース料中間期末残高相当額  ２.     ───── 

１年内 2,124千円   

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  

３．支払リース料及び減価償却費相当額  ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2,550千円

減価償却費相当額 2,550千円

 支払リース料  4,674千円

減価償却費相当額 4,674千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年７月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

当中間会計期間末（平成18年７月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 180,694 331,962 151,268 

(2）債券       

国債 897,646 901,020 3,373 

合計 1,078,340 1,232,982 154,641 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

利付金融債券で割引の方法により発行された債券 739,678 

合計 739,678 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 180,694 432,398 251,704 

(2）債券       

国債 898,474 891,960 △6,514 

合計 1,079,169 1,324,358 245,189 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

利付金融債券で割引の方法により発行された債券 739,358 

合計 739,358 



前事業年度末（平成18年１月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年２月１日 至 平成17年７月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年２月１日 至 平成17年７月31日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 180,694 514,352 333,658 

(2）債券       

国債 898,060 897,720 △340 

合計 1,078,755 1,412,072 333,317 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

利付金融債券で割引の方法により発行された債券 739,838 

合計 739,838 



（１株当たり情報） 

 （注）１. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 ２. １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１株当たり純資産額 1,445円57銭

１株当たり中間純利益 24円08銭

１株当たり純資産額 1,484円24銭

１株当たり中間純利益 28円38銭

１株当たり純資産額 1,489円00銭

１株当たり当期純利益 51円01銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

純資産の部の合計額（千円） － 9,569,917 － 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円） 
－ 9,569,917 － 

中間期末（期末）の普通株式の数（千株） － 6,447 － 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

中間（当期）純利益（千円） 155,289 182,954 347,356 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 18,460 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (18,460) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 155,289 182,954 328,896 

期中平均株式数（千株） 6,447 6,447 6,447 



(2）【その他】 

 平成18年９月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 (イ) 中間配当による配当金の総額 ………………………… 51,581千円 

 (ロ) １株当たりの金額 ………………………………………… ８円00銭 

 (ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 ……… 平成18年10月６日 

 (注) 平成18年７月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第48期）（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日）平成18年４月27日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年10月14日

不二電機工業株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鎌倉 寛保  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山田 美樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている不二電

機工業株式会社の平成17年２月１日から平成18年１月31日までの第48期事業年度の中間会計期間（平成17年２月１日から

平成17年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、不二電機工業株式会社の平成17年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年２月

１日から平成17年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成18年10月13日

不二電機工業株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 丹治 茂雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山田 美樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている不二電

機工業株式会社の平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第49期事業年度の中間会計期間（平成18年２月１日から

平成18年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、不二電機工業株式会社の平成18年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年２月

１日から平成18年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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